津奈木町分譲地販売協力業者協力金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、本町が分譲する宅地について、民間の協力を得て販売促進することで早期完売を図ることを目的とする。

（販売協力業者の条件）

第２条　分譲地の販売に協力する者（以下「販売協力業者」という。）として登録できる資格について、次の各号のいずれかに該当しなければならない。
(1)　宅地建物取引業法第３条の規定に基づく登録業者
(2)　建設業法第３条の規定に基づく登録業者

(3)　建築士法第２３条の規定に基づく登録業者
２　前項第１号の登録業者は、分譲地の購入者から宅地建物取引業法に定める報酬等を徴収しない者に限る。

（販売協力業者の登録）

第３条　販売協力業者として登録をしようとする者は、販売協力業者登録申請書（様式第１号）に前条の登録業者であることを証明する書類を添えて、町長に申請しなければならない。
２　町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査して、適当と認める者に対して、販売協力業者登録証（様式第２号）を交付するとともに、販売協力業者登録一覧表（様式第３号）を作成するものとする。

（協力金の額）

第４条　販売協力金の額は、一つの土地売買契約あたり５０万円とする。
（協力金の支払い）

第５条　分譲地の販売に協力又は紹介した販売協力業者は、販売協力金交付請求書（様式第４号）に、協力又は紹介した分譲地の購入者の署名捺印を添えて請求するものとする。
２　町長は、前項の規定により協力金の請求があったときは、当該分譲地の所有権移転登記が完了後、速やかに協力金を支払わなければならない。
（届出）

第６条　申請者は、住所の移転その他の事由により既に届け出た内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を文書により町長に届け出なければならない。

（指定の取消し又は協力金の返還）
第７条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取消し、又は既に支払った協力金の全部もしくは一部を返還させることができる。

(1)　前条の規定による届出を不当に怠ったとき。

(2)　虚偽の申請その他不正の手段により指定を受けていると認められるとき。

(3)　この要綱又はその他の関係法令に違反する行為があったとき。

２　町長は、前項の規定により認定を取り消したときは、取消通知書を当該登録業者に送付するものとする。

（委任）

第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附　則（平成２５年４月１日津奈木町告示第１９号）
　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則（平成２９年４月２８日津奈木町告示第３６号）

　この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。

様式第１号（第３条関係）

津奈木町分譲地販売協力業者登録申請書

年　　月　　日

津奈木町長　様

【申請者】
住　所
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名

津奈木町分譲地販売協力業者協力金交付要綱第３条第１項の規定により、販売協力業者として登録申請します。

※　添付書類
□宅地建物取引業法第３条の規定に基づく、登録業者であることを証明する書類


□建設業法第３条の規定に基づく、登録業者であることを証明する書類


□建築士法第２３条の規定に基づく、登録業者であることを証明する書類


（該当項目をチェックしてください。）
様式第２号（第３条関係）

第　　　 号

年　　月　　日

津奈木町分譲地販売協力業者登録証

住　所
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　様

津奈木町長 　　　　　　　　　　　
年　 月 　日付けで申請のあった販売協力業者の登録については、次のとおり決定したので、津奈木町分譲地販売協力業者協力金交付要綱第３条第２項の規定により通知します。
	登録番号
	


様式第３号（第３条関係）

販売協力業者登録一覧表
	番号
	登録日
	住所
	会社名

代表者名
	担当者
	登録区分
	備考

	１
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	２
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	３
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	４
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	５
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	６
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	７
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	８
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	９
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	

	10
	
	
	
	
	□宅地建物取引業法

□建設業法

□建築士法
	


様式第４号（第４条関係）

販売協力金交付請求書
年　　月　　日

津奈木町長　様

住　所
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
津奈木町分譲地販売協力業者協力金交付要綱第５条第１項の規定により、販売協力金を請求します。

請求金額　－金５００，０００円也－

	分譲地名及び
区画番号
	

	分譲地の位置
	津奈木町大字　　　　　字　　　　　　　　番

	口座振込先
	金融機関
	　　　　　　　　　　　　銀行・金庫・農協

	
	支店名
	　　　　　　　　　　　　支店・支所

	
	種別
	普通　・　当座　・　その他（　　　　　　）

	
	口座番号

（右詰めで記入）
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

	
	
	


【販売協力確認】
　上記の分譲地について、当該販売協力業者の協力又は紹介により購入しました。

購入者　　署名　　　　　　　　　　　　　　　印
（※印鑑は売買契約書に使用した印を押印ください。）
